
様式第９ 
循環型社会形成推進地域計画目標達成状況報告書 

 

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

仙台市地域 仙台市 平成 30 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日 平成 30年度から令和 6年度 

 
１ 目標の達成状況 
（ごみ処理） 

指      標 
現状（割合※１） 
（平成28年度） 

目標（割合※１） 
（令和7年度）Ａ 

実績（割合※１） 
（令和7年度）Ｂ 

実績 B/
目標A※２ 

排出量 事業系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 
生活系 総排出量 
    １人当たりの排出量 

139,852t 
2.8t 

236,181t 
217kg/人 

 

 

 

 

130,000t 
2.7t 

220,000t 
200kg/人 

( -7.0%) 

( -3.6%) 

( -6.9%) 

( -7.8%) 

118,680t 
2.5t 

211,569t 
152kg/人 

(-15.1%) 

(-10.7%) 

(-10.4%) 

( -30.0%) 

215.7% 
297.2% 
150.7% 
384.6% 

合 計 事業系生活系総排出量合計 376,033 t 350,000 t ( -6.9%) 330,249 t (-12.2%) 176.8% 

再生利用量 直接資源化量 
総資源化量 

0t 
137,048t 

(  0.0%) 

( 29.3%) 

0t 
135,000t 

(  0.0%) 

( 30.0%) 

0t 
113,067t 

(  0.0%) 

( 28.1%) 

0.0% 
-171.4% 

熱回収量 熱回収量（年間の発電電力量） 123,412MWh  109,626MWh  117,568MWh   

最終処分量 埋立最終処分量 50,188t ( 13.3%) 49,000t ( 14.0%) 43,250t ( 13.1%) -28.6% 

※１ 排出量は現状に対する増減割合，直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合，総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合を記載。 

※２ 排出量は実績の割合/目標の割合を記載。再生利用量・最終処分量については，（実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載。 

 

（生活排水処理） 

指      標 
現 状 

（平成28年度） 
目 標 

 （令和7年度）Ａ 
実 績 

 （令和7年度）Ｂ 
実績 B/
目標A※３ 

総人口  1,053,717人 1,037,487人 1,060,008人 ― 

公共下水道 汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

1,029,376人 
97.7％ 

1,016,662人 
98.0％ 

1,043,630人 
98.5％ 

102.7% 
266.7% 

集落排水施設等 汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

9,929人 
0.9％ 

6,499人 
0.6％ 

4,813人 
0.5％ 

74.1% 
133.3% 

合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

6,134人 
0.6％ 

7,046人 
0.7％ 

5,806人 
0.5％ 

82.4% 
-100.0% 

未処理人口 汚水衛生未処理人口 8,278人 7,280人 5,759人 79.1% 

※３ （実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載 



２ 各施策の実施状況 

施策種別 
事業 
番号 

施策の名称等 実施主体 施策の概要 
事業実施期間 
(事業計画期間) 

施策の実績 

発生抑制，

再使用の

推進に関

するもの 

 生活系・事業系ごみ

の減量・リサイクル

の推進 

仙台市 生活ごみ，事業ごみの減量・リ

サイクルを推進する。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

事業ごみの適正処理を推進する

ため，平成 30年 2月から市内 3

か所の清掃工場に設置した搬入

物検査装置を活用し，専門検査

員による事業ごみの検査を実施

している。検査では，資源物や

産業廃棄物などの不適正な混入

状況を確認し，収集運搬許可業

者への指導や，搬入禁止物の混

入が著しい排出事業者への訪問

指導等を行っている。令和 2年

度は新型コロナウイルス感染症

の影響により，郵送による文書

指導を中心に 528件の指導を実

施した。また，大規模事業者等

に対しては，搬入物検査結果を

踏まえた訪問指導や立入調査を

実施し，ごみ処理状況の確認と

適正排出の徹底を図った。さら

に，中小規模の事業者に対して

も，ごみの減量化やリサイクル

推進，適正排出に関する訪問指

導を継続的に実施している。加

えて，事業者向けの出前講座を

開催し，事業ごみの分別方法や

排出ルールの周知を行うこと

で，事業系ごみ全体の適正処理

と資源化の促進に取り組んだ。 

リサイクルの推進や市民・事業

者への啓発を目的として，イベ

ント等で雑がみ回収袋の配布を

行った。また，平成 28年度から



は「ワケアップ！仙台」をキャ

ッチコピーに，市民・事業者・

市が協働してごみ減量キャンペ

ーンを展開している。平成 29年

度には「ワケアップ！仙台・ご

み減量キャラバン 2017」を実施

し，ごみ集積所における分別状

況の調査や啓発活動を行った。 

さらに，食品廃棄物の発生抑制

を図るため，平成 29年度にレシ

ピ投稿サイト「モッタナイキッ

チン」を開設した。加えて，事

業系一般廃棄物である生ごみの

減量と資源化を促進するため，

生ごみ処理機を導入する事業者

に対する補助制度を開始し，事

業活動におけるごみ減量の取り

組みを支援している。 

 分別の徹底 仙台市 再生可能な紙類のリサイクルの

推進，ごみ分別などの取り組み

について広報や普及啓発に努め

る。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

東日本大震災の発生後，ごみ排

出量が大幅に増加し，資源物の

混入も多く見られたことから，

平成 26年度に「緊急分別宣

言!!」，平成 27年度に「続・緊

急分別宣言!!」キャンペーンを

実施し，市民への分別徹底を呼

びかけた。また，平成 26年度か

らは「ワケルくんの五つ星☆集

積所診断」を開始し，分別状況

が良好なごみ集積所を認定する

ことで，地域における適正排出

の促進を図った。 

平成 27年度には小型家電リサイ

クル事業を開始し，区役所や環

境施設，民間商業施設など市内

35か所に回収ボックスを設置し



て資源回収を進めた。さらに，

平成 28年度からは「ワケアッ

プ！仙台」キャンペーンを展開

するとともに，ごみの分別方法

や収集日を確認できるスマート

フォンアプリ「さんあ～る（仙

台版）」の運用を開始し，市民

の利便性向上と分別意識の向上

を図った。また，平成 29年度に

は「ワケアップ！仙台・ごみ減

量キャラバン 2017」を実施し，

古紙回収業者と連携した紙類回

収キャンペーンを展開したほ

か，転入者や新入生に対して，

ごみ分別ルールを分かりやすく

説明したチラシとごみ袋のセッ

トを配布するなど，ごみ減量と

リサイクル推進に向けた普及啓

発活動を行った。 

 廃棄物系バイオマ

スなどのリサイク

ル手法の検討 

仙台市 生ごみ・剪定枝などの廃棄物系

バイオマスなどのリサイクル手

法を検討する。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

学校給食センターの生ごみ，し

尿系の脱水汚泥，公園の樹木や

街路樹の剪定枝葉など，本市の

施設から排出される有機性廃棄

物から肥料を生成し，本市の公

園事業などの公共事業や学校，

市民センター等で活用，イベン

ト等で市民へ無料配布した。 

平成 23年度から市内の民間商業

施設及び資源化業者と連携し，

家庭から排出される使用済み天

ぷら油などの食用油を回収し，

バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）

に資源化して再利用するモデル

事業を開始した。精製されたＢ

ＤＦは資源化業者が所有するご



み収集車などの燃料に利用して

いる。 

 クリーン仙台推進

員・町内会・子ども

会などの活動の推

進 

仙台市 地域に根ざしたごみ減量・リサ

イクル推進活動を支援すること

により，地域内での交流を活発

化し，人材の育成を図る。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

推進員相互の連携づくりと情報

の共有を目的とした「仙台メビ

ウス通信」（年 4回）や制度の

概要や推進員の活動事例などを

掲載した「活動の手引き」（2年

ごと）を作成，配布し，活動の

支援を行った。環境についての

啓発を図り，ごみ減量・リサイ

クルの実践活動を促すため，町

内会などの団体を対象に「環境

施設を見る会」を開催し，専用

見学バスを運行した。 

 次代を担う子ども

たちへの教育・啓発

活動の推進 

仙台市 今後 10年の間に成人を迎える小

学生・中学生を対象として，教

育，啓発活動に努める。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

学生による資源分別プロジェク

トチーム「ワケアップキャンパ

ス」がウェブマガジンを創刊し

た。また，成人式等のイベント

で若者への啓発活動を実施し

た。 

平成 28年に「せんだい環境学習

館」を開館し，小学校の授業で

の利用など子供たちへの環境学

習としての活用，セミナースペ

ースや図書等の貸出しなど市民

の学習活動や交流の場としての

利用を推進した。 

 市民参加型のイベ

ントなどの開催 

仙台市 市民・事業者のごみ減量・リサ

イクル推進の取り組みが広がる

よう，三者の連携によるイベン

トやキャンペーンを開催する。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

資源物を素材とし，アートの持

つ力で資源循環の大切さを伝え

る「ワケのある芸術祭-せんだい

資源ナーレ」を開催した。ごみ

の減量やリサイクルへの理解を

深め，資源循環型社会を構築す

ることを目的として，エコフェ

スタ 2017開催した（毎年開催）。 



 環境美化活動の推

進 

仙台市 市民・事業者による地域の清掃

活動の推進により，ポイ捨てや

不法投棄をしない人づくり・し

にくい環境づくりを推進する。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

「ポイ捨てしない人づくり」の

ため，全市一斉「ポイ捨てごみ」

調査・清掃活動を中心とする「ア

レマキャンペーン」を実施した。 

「ポイ捨てしにくい環境づく

り」のため，ボランティア清掃

やまちぐるみ清掃などに使用す

るごみ袋，清掃用具の貸与を実

施した。 

 環境交流サロンや

リサイクルプラザ

の運営 

仙台市 環境交流サロンやリサイクルプ

ラザの利用を通じて，市民・事

業者のごみ減量・リサイクル推

進に対する意識の向上を図る。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

リサイクル品の展示・提供等行

う「リサイクル情報コーナー」

を設けているほか，市民活動の

支援事業やリサイクルについて

の各種教室・講座などを実施し

た。「環境交流サロン」は環境

施設としての機能充実を図るた

め，平成 28年に東北大学キャン

パス内へ移転し，「せんだい環

境館（たまきさんサロン）」と

して開館した。 

 生活排水対策 仙台市 家庭等から排出される生活排水

の負荷軽減のため，啓発活動等

の強化を図る。 

平成 23年度 

～令和 2年度 

下水道事業計画区域外地域を対

象として，公共浄化槽等整備推

進事業の周知を継続的に実施し

た。その結果，公共浄化槽の整

備が進み，計画区域における生

活排水処理人口普及率の向上に

寄与した。 

 プラスチックごみ

の削減 

仙台市 使い捨て（ワンウェイ）プラス

チックの使用抑制に向け，市民

のライフスタイルの変革を促

す。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

プラスチックごみの削減に向け

て，大学や団体，企業等と連携

し，使い捨てプラスチック製品

の削減やリユースの推進に取り

組んだ。また，レジ袋削減やマ

イボトル利用を促進するため，

事業者と連携したキャンペーン



や広報活動を実施した。さらに，

製品プラスチックの一括回収・

リサイクルを開始し，再商品化

に取り組むとともに，資源循環

の「見える化」を推進すること

で，市民への普及啓発を図った。

加えて，バイオマスプラスチッ

ク袋の導入可能性の調査や，拡

大生産者責任に関する国への要

望などを通じて，持続可能な資

源循環の構築を推進している。 

 食品ロスの削減，生

ごみの減量・リサイ

クル 

仙台市 市民活動団体等と連携したフー

ドドライブの実施や地域におけ

る生ごみ堆肥化など，食品ロス

の削減や生ごみの減量・リサイ

クルを推進する。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

家庭や事業所から発生する食品

ロスの削減に向けて，市民向け

講座やセミナー，食育活動など

による普及啓発を実施した。ま

た，ごみ組成分析やアンケート

調査により食品ロスの実態把握

を行うとともに，飲食店と連携

した食べ残し削減運動や小盛メ

ニューの導入を推進した。さら

に，賞味期限が近い食品の有効

活用やフードドライブ活動の支

援を通じて，食品の再利用を促

進した。これらの取り組みによ

り，市民・事業者と連携した食

品ロス削減を推進している。 



 緑のリサイクル 仙台市 家庭系・事業系剪定枝の資源化

や公共事業における資源物の活

用など，緑の循環が一層進むよ

う検討する。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

剪定枝や落ち葉などの資源化を

推進するため，家庭系剪定枝資

源化事業を実施し，回収した剪

定枝の再資源化を進めた。また，

落ち葉の堆肥化など家庭系資源

の有効活用を促進するととも

に，受付期間の拡大やインター

ネット受付の導入により利用し

やすい仕組みづくりを行った。

さらに，民間処理施設の活用に

よる事業系剪定枝の資源化促進

に取り組んだほか，公園緑地や

街路樹の維持管理で発生する枝

葉の再利用を進め，公共事業に

おける資源循環システムの構築

を図っている。 

 雑がみ・プラスチッ

ク製容器包装等の

分別徹底 

仙台市 紙類，プラスチック製容器包装，

缶・びん・ペットボトル等の資

源物のリサイクル推進に向けた

取り組みを進める。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

 

雑がみやプラスチック製容器包

装等の分別徹底に向けて，回収

袋の作成・配布や回収ロゴマー

クの普及，広報媒体やイベント

を活用した啓発活動を実施し

た。また，資源回収庫や紙類回

収ステーションの周知を行い，

雑がみ回収拠点の利用促進を図

った。さらに，アパート・マン

ション等での効率的な回収方法

の検討や回収方法の見直しを行

うとともに，民間事業者と連携

した回収拠点の提供を進めた。

加えて，集団資源回収やプラス

チック製容器包装，缶・びん・

ペットボトル，小型家電などの

分別・リサイクルに関する広報

活動を実施し，資源の循環利用

の推進に取り組んでいる。 



 事業ごみの適正排

出及び分別徹底 

仙台市 内容物検査の実施や排出事業者

への指導，環境配慮の取り組み

の促進など，事業ごみの適正排

出と分別の徹底を促す。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

事業ごみの適正排出及び分別徹

底を図るため，清掃工場への搬

入ごみの内容物検査や排出事業

者への指導を実施した。また，

内容物検査の結果を踏まえた訪

問指導や研修会，立入調査を行

い，適正排出に向けた周知・指

導を継続した。さらに，事業系

紙類回収庫や回収ステーション

の利用促進により，資源化可能

な紙類のリサイクルを推進する

とともに，再生可能な事業系紙

類の焼却防止に取り組んだ。加

えて，「エコにこマイスター」

認定制度やグリーン購入の推進

を通じて，事業者における環境

配慮行動の普及・拡大を図って

いる。 

 情報発信の充実 仙台市 様々な手法によるきめ細かな情

報発信を行い，ひとりでも多く

の市民や事業者にごみ減量・リ

サイクルや排出ルールに関する

情報が届く工夫を講じる。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

ごみ減量・リサイクルに関する

情報発信の充実を図るため，情

報総合サイト「ワケルネット」

やごみ分別アプリ「さんあ～

る」，市政だより，市ホームペ

ージなど多様な媒体を活用した

周知・啓発を実施した。また，

「資源とごみの分け方・出し方」

の配布や家庭ごみ集積所への啓

発ポスター掲示により，ごみ排

出ルールの浸透を図った。さら

に，リサイクルプラザやエコフ

ェスタを活用した環境情報の発

信，SNSによるイベント周知を行

い，市民の環境意識向上とリサ

イクル活動への参加促進に取り

組んだ。加えて，災害発生時に



は関係部署と連携し，ごみ処理

に関する情報を迅速に発信して

いる。 

 環境教育の推進 仙台市 廃棄物をめぐる課題について学

ぶことができる環境の整備を進

める。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

ごみの適正排出や資源循環への

理解を深めるため，年齢や対象

に応じた環境教育・啓発を実施

した。各種印刷物や動画配信サ

イト，SNSを活用した情報発信に

加え，転入者や町内会，小学校

を対象とした出前講座やゲスト

ティーチャー派遣を行った。ま

た，環境施設見学会（ワケルく

んバス）の実施により，ごみ処

理やリサイクルへの理解促進を

図った。さらに，動画配信サイ

トや SNS等の周知啓発コンテン

ツを随時更新し，環境意識の向

上に取り組んでいる。 

 外国人や若年層へ

の周知・啓発 

仙台市 多言語のパンフレットや動画コ

ンテンツなどの活用，大学，専

門学校や高校等と連携した周知

・啓発により，本市における分

別方法やごみ減量・リサイクル

推進の取り組みを効果的に伝え

る。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

外国人や若年層に対するごみ排

出ルールの周知・啓発を推進す

るため，大学・専門学校・高校

等と連携した説明会や出前講座

を実施した。また，「資源とご

みの分け方・出し方」やごみ排

出ルール動画の多言語化を進め

るとともに，英語版ごみ分別ア

プリの活用促進を図った。さら

に，イベント等を通じた広報活

動を行い，進学や留学，転勤な

どにより転入した外国人や若年

層への効果的な情報提供に取り

組んでいる。 



 クリーン仙台推進

員・クリーンメイト

との連携 

仙台市 地域でごみ減量・リサイクルや

環境美化の推進に取り組むリー

ダーである クリーン仙台推進

員・クリーンメイトとの連携を

図り，その活動を支援する。 

令和 3年度 

～令和 12年度 

地域におけるごみ減量・分別活

動を推進するため，クリーン仙

台推進員及びクリーンメイトと

連携した取り組みを実施した。

推進員等を対象とした初任者研

修や分別研修を開催し，地域で

の活動を支援するとともに，「仙

台メビウス通信」や「活動の手

引き」の発行により情報共有と

活動支援を行った。また，長年

にわたり活動を継続した推進員

に対する表彰を実施し，地域に

おける自主的な環境美化・ごみ

減量活動の推進を図っている。 

処理体制

の構築，変

更に関す

るもの 

 ごみの適正処理体

制の構築 

仙台市 ごみ量やごみ質などの予測を踏

まえた処理体制のあり方を検討

し，適正処理体制を構築する。

既存施設の整備にあたっては，

性能水準を保ちつつ，長寿命化

を図る。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

毎年度策定している一般廃棄物

処理実施計画において，最新の

人口，ごみ総量及び資源化量等

を参考に一般廃棄物の排出量見

込みを推計し，これを基に検討

を行い，適正な処理体制の構築

に努めている。 

 経済性を考慮した

効率的な処理体制

の構築 

仙台市 適正処理体制の構築を前提と

し，経済性の面からも十分な検

討を行い，効率的な処理体制を

構築する。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

平成 24年に多額の運転維持管理

コストや多大なエネルギーを要

していた松森工場の灰溶融炉を

廃止。 

平成 26年度より，施設の長寿命

化に向けて，葛岡工場の基幹改

良工事を開始した。 

平成 29年度より，施設の長寿命

化に向けて，今泉工場の基幹改

良工事を開始した。 

令和 3年度より，施設の長寿命

化に向けて，松森工場の基幹改

良工事を開始した。 



処理施設

の整備に

関するも

の 

1 最終処分場の整備 

（石積埋立処分場） 

仙台市 埋立容量 6,412,000m3 

石積埋立処分場第１期計画地の

埋立残余容量が逼迫してきたこ

とから，第２期計画地第１区画

の整備を実施する。 

平成 27年度 

～平成 30年度 

・平成 27年度より，最終処分場

の整備実施し，平成 30年 10月

より埋立開始。 

2 熱回収施設の整備 

(今泉工場) 

仙台市 処理能力 600t/日 

ごみ焼却施設のストックマネジ

メントの視点から，ライフサイ

クルコストの軽減を図るととも

に，施設の安定的な稼働を確保

するため整備する。 

平成 29年度 

～令和 2年度 

平成 29年度より今泉工場の基幹

改良工事を実施。令和 3年 3月

に工事完了。 

4 資源化施設の整備 仙台市 処理能力 70t/5h 

リサイクルセンターのストック

マネジメントの視点から，ライ

フサイクルコストの軽減を図る

とともに，施設の安定的な稼働

を確保するため整備する。 

令和元年度 

～令和 2年度 

令和元年度より松森資源化セン

ターの基幹改良工事を実施。令

和 3年 3月に工事完了。 

5 熱回収施設の整備 

(松森工場) 

仙台市 処理能力 600t/日 

ごみ焼却施設のストックマネジ

メントの視点から，ライフサイ

クルコストの軽減を図るととも

に，施設の安定的な稼働を確保

するため整備する。 

令和 3年度 

～令和 7年度 

令和 3年度より松森工場の基幹

改良工事を実施。令和 8年 1月

に工事完了。 

6 熱回収施設の整備 

(今泉工場) 

仙台市 処理能力 未定 

既存施設の老朽化，エネルギー

の高効率回収・有効利用の促進

のため整備する。 

 

 

令和 9年度 

～令和 13年度 

第 3期計画で実施予定。 

施設整備

に係る計

画支援に

関するも

の 

31 5の計画支援 仙台市 事業番号 5に係る長寿命化総合

計画を策定する。 

令和元年度 令和 2年 3月に松森工場の整備

に係る長寿命化総合計画を策

定。 

32 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る基本計画を策

定する。 

令和 5年度 

～令和 6年度 

令和 5年度より今泉工場建替事

業に係る基本計画を策定。令和 7

年 6月に完了。 



33 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る地質調査解析

を行う。 

令和 5年度 令和 5年度に今泉工場建替事業

に係る地質調査解析を実施。 

34 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る地歴調査を行

う。 

令和 5年度 令和 5年度に今泉工場建替事業

に係る地歴調査を実施。 

35 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る表層土壌調査

を行う。 

令和 5年度 

～令和 6年度 

令和 5年度より今泉工場建替事

業に係る表層土壌調査を実施。

令和 6年度に完了。 

36 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る土壌汚染状況

調査を行う。 

令和 7年度 第 3期計画で実施予定。 

37 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る環境影響評価

を行う。 

令和 6年度 

～令和 8年度 

令和 6年度より今泉工場建替事

業に係る環境影響評価を実施。

第 3期計画で継続実施。 

38 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る測量を行う。 令和 6年度 令和 6年度に今泉工場建替事業

に係る測量を実施。 

39 6の計画支援 仙台市 事業番号 6に係る PFI導入可能

性調査を行う。 

令和 6年度 令和 6年度に今泉工場建替事業

に係る PFI導入可能性調査を実

施。 

その他  生活ごみの減量・リ

サイクルの推進 

仙台市 地域と連携して，不適正排出・

不法投棄対策を実施するととも

に，監視カメラの設置やパトロ

ールなどを実施する。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

現職警察官１名及び産業廃棄物

適正処理監視指導員（産廃Ｇメ

ン）７名を配置し，不法投棄，

不適正保管のパトロール等を行

った。 

市内に設置している不法投棄監

視カメラ及び不法投棄防止看板

について，環境事業所との打合

せ等を通じて抑止効果を検証

し，適宜設置場所の見直しを行

うなど効果的な運用を図ること 



     で，不法投棄の未然防止につな

げた。 

 収集運搬における

温室効果ガスの低

減 

仙台市 ごみ・資源物の収集運搬等に使

用する車両の低公害化の推進を

行う。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

ごみ収集運搬車両の低公害化推

進のため，令和５年６月から事

業所用クリーンエネルギー自動

車導入支援補助金の対象車両と

して事業を開始した。 

 中間処理（リサイク

ルを含む）・最終処

分における温室効

果ガスの低減 

仙台市 温室効果ガスの低減に資する施

設整備の検討，ごみ焼却施設に

おける余熱利用の推進，ごみ処

理施設の最適化の検討を行う。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

焼却施設における余熱利用・電

力利用の推進として，余剰電力

や非化石価値を活用し，焼却施

設等における電力使用によるＣ

Ｏ₂ 排出量の削減を図った。 

焼却施設での電気自動車への電

力供給設備については，松森工

場において令和４年度から運用

を開始した。 

今泉工場建替検討において，バ

イオガス化施設（コンバインド

方式）導入について評価を行い，

有効性及び課題を整理した。 

 実践につながりや

すい広報・啓発事業

の展開 

仙台市 市民・事業者の関心や理解をさ

らに深め，三者が認識を共有す

るため，事業・広報・啓発が相

互に連関し，より分かりやすく，

実践につながりやすい情報提供

に努める。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

地域における様々な団体との連

携・地域内交流の活性化による

人材育成のため，ごみの収集や

減量・リサイクルに取り組む方

々を取材し，ワケルネットに記

事を掲載した。資源循環分野で

「行動する人づくり」について，

大学，市内団体企業等と連携し， 

多様な活動の発掘，参画の仕組

みづくり，新たな仕組みづくり

に向けた市民参加型のワークシ

ョップやイベント等のＰＲを行

ってきた。 



 地域課題の解決に

向けた取組みの推

進 

仙台市 不適正排出・不法投棄などの地

域の個別具体な課題の解決に向

け，それぞれの地域特性を考慮

し，市民・事業者との協働によ

り地域の力を活用した取組みを

推進する。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

ごみの適正排出に関する啓発に

ついては，収集委託業者からの

情報や地域団体から本市への要

望を基に，地域団体やクリーン

仙台推進員等と連携し実施し

た。 

 災害時の廃棄物処

理に関する事項 

仙台市 廃棄物処理法や災害廃棄物対策

指針の改正等を踏まえ，災害廃

棄物の適正かつ円滑・迅速な処

理体制の構築を図るため，平時

の備えから大規模災害発生時の

対応まで切れ目ない対策を実施

できるよう策定した仙台市災害

廃棄物処理計画に基づき対応す

る。 

平成 30年度 

～令和 6年度 

災害廃棄物処理マニュアルを令

和 3年 6月に策定し，その後も

適宜見直しを行いながら運用し

ている。また，関係団体との災

害協力に関する協定を締結し，

市民用仮置場候補地の現地視察

や意見交換を実施するととも

に，震災初動対応訓練などを通

じて情報共有体制の強化を図っ

た。さらに，災害廃棄物処理に

関する人材育成にも取り組み，

職員を被災自治体へ派遣して災

害対応を支援したほか，宮城県

主催の図上訓練に参加し，初動

対応や仮置場設置に関する知識

の向上を図った。これらの取組

により，災害廃棄物処理マニュ

アルに基づく体制整備を着実に

推進している。 

 



３ 目標の達成状況に関する評価 

＜ごみ処理＞ 

  ごみの発生抑制を中心としたごみ減量に関する施策を実施し，排出量や最終処分量で目標を達成できた。また熱回収設備の整備を進め，

熱回収量（年間発電電力量）の目標を達成した。一方で，資源物の分別徹底が不十分であり，再生利用量の目標は達成できなかった。 

 

■排出量 

 事業系総排出量の目標 130,000t（-7.0%）に対し，実績 118,680t（-15.1%）であり，目標を達成した。また，1事業所当たりの排出量

の目標 2.7t（-3.6%）に対し，実績 2.5t（-10.7%）であり，目標を達成した。 

 目標達成の主な要因として，事業者への指導等により，事業者のごみの適正排出・減量推進に対する意識が向上したことが考えられる。 

 生活系総排出量の目標 220,000t（-6.9%）に対し，実績 211,569t（-10.4%）であり，目標を達成した。また，1人当たりの排出量の目

標 200kg/人（-7.8%）に対し，実績 152kg/人（-30.0%）であり，目標を達成した。 

 目標達成の主な要因として，市民への啓発活動等により，市民のごみの適正排出・減量推進に対する意識が向上したことが考えられる。 

 

■再生利用量 

総資源化量の目標 135,000t（30.0%）に対し，実績 113,067t（28.1%）であり，目標を達成できなかった。 

 目標を達成できなかった要因の一つとして，資源物の分別徹底が不十分であることが考えられる。特に，家庭ごみには雑がみの混入が多く，令和6

年度一般廃棄物処理実態等調査(市民アンケート)では，雑がみを家庭ごみとして出す理由として「分別が面倒なため」と回答する市民の割合が高かっ

たことから，分別排出の徹底に向けた効果的な啓発の検討・実施が必要である。 

 

■熱回収量 

 熱回収量（年間発電電力量）の目標 109,626MWhに対し，実績 117,568MWhであり，目標を達成した。 

 ごみ焼却による発電はごみ質や焼却炉の運転状況に大きく依存するものの，松森工場の基幹改良工事を実施したことによる熱効率の向

上が発電電力量の目標達成に寄与したものと評価できる。 

 

■最終処分量 

 埋立最終処分量の目標 49,000t（14.0%）に対し，実績 43,250t（13,1%）であり，目標を達成した。 

 目標達成の主な要因として，ごみ総排出量の減少が考えられる。 



＜生活排水処理＞ 

令和 7年度における生活排水処理率（公共下水道，集落排水施設等及び合併処理浄化槽等の合計）は 99.5％となり，目標値である 98.5

％を上回った。未処理人口についても目標値を下回っており，生活排水処理施設の整備及び普及が着実に進んだことで，生活環境の改善

及び公共用水域の水質保全に寄与したものと評価できる。 

 

  ■集落排水施設等 

 令和 7年度実績は 4,813人（0.5％）であり，目標値である 6,499人（0.6％）を下回った。 

 目標を達成できなかった主な要因は，地域下水道の公共下水道への接続が進んだことにより，集落排水施設等による処理人口が減少した

ためである。一方で，生活排水処理人口全体としては増加しており，生活排水処理率の向上という計画の目的は達成されているものと評価

できる。 

 

  ■合併処理浄化槽等 

 令和 7年度実績は 5,806人（0.5％）であり，目標値である 7,046人（0.7％）を下回った。 

目標を達成できなかった要因としては，対象区域内において新築住宅への浄化槽設置及び汲取便所からの転換は概ね順調に進んだものの，

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が想定より進まなかったことが挙げられる。 

単独処理浄化槽からの転換については，設置者にとって費用負担が大きいことに加え，既存施設を継続利用できる状況では転換による利

便性の向上が実感しにくく，転換需要そのものが低調であった。また，一部では資金面の理由から事業活用に至らない事例も見受けられた。 

このような状況から，今後は単独処理浄化槽の老朽化更新時期を捉えた周知や，生活排水対策及び水環境保全の観点から合併処理浄化槽

への転換効果について啓発を行うとともに，引き続き公共浄化槽整備事業を推進していく必要がある。 

 



（都道府県知事の所見） 

＜ごみ処理＞ 

ごみ排出量については、事業系及び生活系のいずれも目標を達成しており、ごみ減量化に向けた各種施策の効果が認められる。 一方、総 

資源化量については、資源物の分別徹底が不十分であることが要因となり、目標に達しなかった。 

また、熱回収量及び埋立最終処分量については目標を達成しており、施設整備や適正な処理体制の構築が着実に進展しているものと認め 

られる。  

■排出量 

事業系総排出量、１事業所当たりの排出量、生活系総排出量及び１人当たりの排出量の全項目において目標を達成している。報告書によ 

ると、事業者への指導や市民への普及啓発等により、ごみ減量化に対する意識向上が要因として示されている。 

■再生利用量 

総資源化量については、目標に達していない。報告書では、資源物の分別徹底が課題として整理されており、特に、家庭ごみへの雑がみ 

の混入が多く、分別の徹底に向けた効果的な啓発の検討・実施が必要であることが示されている。 

■熱回収量 

熱回収量（年間発電電力量）については、目標を達成している。報告書では、焼却施設の基幹改良工事による熱効率の向上が要因として 

示されている。 

■最終処分量 

埋立最終処分量については、目標を達成している。報告書では、ごみ総排出量が減少したことに伴い、最終処分量も減少したとされてい 

る。 

＜生活排水処理＞ 

生活排水処理率は 99.5％となり、目標値を達成している。また、未処理人口についても目標を達成しており、生活排水処理施設の整備及 

び普及が進展していることが認められる。 

■集落排水施設等 

人口及び構成比については、目標に達している。報告書では、地域下水道から公共下水道への接続が進んだことが要因として示されてい 

る。このことにより生活排水処理率は向上しているため、計画の趣旨に沿った取組を実施していることが認められる。 

 



■合併処理浄化槽等 

人口及び構成比については、目標に達していない。報告書では、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が想定どおり進まなかった 

ことが示されており、その要因として、転換に係る費用負担が大きいことや転換による利便性の向上が実感されにくいことが挙げられてい 

る。 

 


